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〇
経
済
産
業
省
令
第
六
十
三
号

商
標
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
十
九
号
）
第

一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
商
標
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
二
月
十
二
日

経
済
産
業
大
臣

宮
沢

洋
一

商
標
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

商
標
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
通
商
産
業
省
令
第

十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
類
の
項
下
欄
第
八
号
中
「
松
根
油

ダ
ン

マ
ー
ル
」
を
「
ダ
ン
マ
ー
ル
」
に
改
め
る
。

〇
財
務
省
令
第
九
十
二
号

財
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
五
号
）
第

十
六
条
第
六
項
、
財
務
省
組
織
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第

二
百
五
十
号
）
第
八
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う

に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
二
月
十
二
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

財
務
省
組
織
規
則
（
平
成
十
三
年
財
務
省
令
第
一
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
百
六
十
四
条
第
一
項
第
四
号
中「（
明
治
四
十
三
年

法
律
第
五
十
四
号
）」の
下
に「
及
び
関
税
暫
定
措
置
法（
昭

和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
六
号
）」
を
加
え
る
。

第
二
百
九
十
二
条
第
四
号
中
「
及
び
関
税
定
率
法
」
を

「
並
び
に
関
税
定
率
法
及
び
関
税
暫
定
措
置
法
」に
改
め
、

「
歩
留
り
」
を
「
製
造
歩
留
り
」
に
改
め
る
。

第
二
百
九
十
四
条
第
一
項
第
二
号
中
「
関
税
定
率
法
」

の
下
に
「
及
び
関
税
暫
定
措
置
法
」
を
加
え
る
。

第
三
百
六
条
第
一
項
第
十
七
号
中「（
昭
和
三
十
五
年
法

律
第
三
十
六
号
）」
を
削
る
。

第
三
百
五
十
五
条
第
一
項
第
四
号
中
「
及
び
関
税
定
率

法
」
を
「
並
び
に
関
税
定
率
法
及
び
関
税
暫
定
措
置
法
」

に
改
め
る
。

第
三
百
五
十
六
条
第
一
項
第
二
号
中
「
関
税
定
率
法
」

の
下
に
「
及
び
関
税
暫
定
措
置
法
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
関
税
暫
定
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
百
十
号
）
の
施
行
の
日
か

ら
施
行
す
る
。

〔
省

令
〕

〇
財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
財
務
九
二
）

J

〇
商
標
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
経
済
産
業
六
三
）

〔
告

示
〕

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者

を
公
告
す
る
件

（
政
治
資
金
適
正
化
委
七
七
）

K

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
五
三
八
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
五
三
九
、
五
四
〇
）

L

〔
人
事
異
動
〕

宮
内
庁

法
務
省

J
I

〔
皇
室
事
項
〕

J
I

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
会
社
更
生
、

再
生
関
係

会
社
そ
の
他

L
I

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
表

の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の

項
の
下
欄
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
活
動
の
項

の
下
欄
第
十
一
号
た
だ
し
書
の
規
定
に
基

づ
き
、
同
号
本
文
を
適
用
し
な
い
技
能
実

習
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
五
四
一
、
五
四
二
）

L

〇
国
会
議
事
堂
等
周
辺
地
域
及
び
外
国
公
館

等
周
辺
地
域
の
静
穏
の
保
持
に
関
す
る
法

律
に
基
づ
く
告
示
（
外
務
三
七
八
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
第
九
十
三
条
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
七
年
の
同
項

に
規
定
す
る
財
務
大
臣
が
告
示
す
る
割
合

を
告
示
す
る
件
（
財
務
三
八
六
）

M

〇
小
型
捕
鯨
業
に
係
る
ミ
ン
ク
鯨
の
操
業
期

間
を
定
め
る
件
を
廃
止
す
る
件

（
農
林
水
産
一
八
一
七
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
一
八
一
八
〜
一
八
三
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
八
三
六
〜
一
八
四
三
）

O

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
一
八
四
四
〜
一
八
四
八
）

P

〇
肥
料
を
登
録
し
た
件
（
同
一
八
四
九
）

Q

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
一
四
一
）

R

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
一
一
四
二
、
一
一
四
三
）

〇
港
湾
運
営
会
社
を
指
定
し
た
件

（
同
一
一
四
四
）

〇
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
使
用
を
許
さ
れ
る
施

設
及
び
区
域
に
つ
い
て
、
共
同
使
用
、
共

同
使
用
の
条
件
変
更
及
び
追
加
提
供
が
決

定
さ
れ
た
件
（
防
衛
二
四
〇
）
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